
京都市農業用ため池ハザードマップ作成業務仕様書 

 

第１章 総 則 

 

（適用範囲） 

第１条 本仕様書は，京都市（以下，発注者という。）が発注する京都市農業用ため池ハザ

ードマップ作成業務（以下，本業務という。）に適用する。 

 

（目 的） 

第２条 近年，農業用ため池の老朽化や土地利用の変化に加え，集中豪雨や地震が頻発す

るなど，ため池の堤体決壊による人命及び家屋などへの被害リスクが高まりつつあり，本

市においても，ため池の堤体決壊による被害が懸念される状況となっている。 

そこで，本業務は，地震や豪雨によるため池が決壊した際の浸水区域等を想定したハ

ザードマップを地域住民及び行政関係者の協力により作成し，地域住民の自主防災力及

び防災意識の向上に資することを目的とする。 

 

（疑 義）  

第３条 受注者は業務遂行上，疑義が生じた場合又は本仕様書に明記されていない事項等

については速やかに発注者の担当職員に報告し，発注者と受注者で協議の上，別途定め

るものとする。 

 

（準拠する指針等）  

第４条 受注者は，本業務の実施にあたり，本仕様書による他，下記の規程等に準拠し業

務を実施するものとする。 

⑴ 土地改良事業設計指針「ため池整備」 

(平成 27年 5月)農林水産省 農村振興局 

⑵ ため池ハザードマップ作成の手引き 

 (平成 25年 5月)農林水産省 農村振興局 防災課 

⑶ 水害ハザードマップ作成の手引き 

(平成 28年 4月)国土交通省水管理・国土保全局 河川環境課 水防企画室 

⑷ 洪水浸水想定区域図作成マニュアル（第４版） 

(平成 27年 7月)国土交通省水管理・国土保全局 河川環境課 水防企画室 

⑸ 氾濫シミュレーションマニュアル(案) 

(平成 8年)建設省 土木研究所 河川部 都市河川研究室 

 

 



（業務対象池）  

第５条 本業務の対象とするため池は下表及び別紙位置図のとおりである。 

業務対象ため池一覧表 

番号 名称 所在地 想定される関係学区 

１ 小池 北区上賀茂本山２６４ 柊野，上賀茂 

２ 権土池 左京区岩倉上蔵町１０３６ 岩倉北，明徳 

３ 飛弾池 左京区岩倉長谷町５０８ 岩倉北，明徳 

４ とどき池 左京区岩倉花園町 明徳 

５ 広沢池 右京区嵯峨広沢町 広沢，嵐山，嵯峨野 

６ 大沢池 右京区嵯峨大沢町４－１ 広沢，嵯峨野 

７ 奥野池 右京区京北漆谷町 周山 

８ 矢谷池 右京区京北下弓削町矢谷奥 弓削 

９ 紅葉池 西京区御陵御茶屋山２ 松陽 

１０ 樫原新池 西京区樫原秤谷町 樫原 

１１ 樫原弁天池 西京区樫原池ノ上町 樫原 

１２ 上ノ池（弁天池） 西京区大枝西長町６－１８ 新林 

１３ 下ノ池 西京区大枝西長町６－２０ 新林 

１４ 千原池 西京区大原野南春日町１０８０ 大原野地域 

１５ 米谷池 西京区大原野南春日町 大原野地域 

１６ 宮池 西京区大原野南春日町１１１１ 大原野地域 

１７ 射場ノ池 西京区大原野南春日町６７３ 大原野地域 

１８ 南春日ノ新池 西京区大原野南春日町７１１ 大原野地域 

１９ 地蔵池 西京区大原野上羽町４０９ 大原野地域 

２０ 薬師谷池 西京区大原野灰方町１３０２ 大原野地域 

※ 三田戸中池 西京区大原野上羽町４７０ 大原野地域 

※ 三田戸下池 西京区大原野上羽町４６９ 大原野地域 

 ※三田戸中池，三田戸下池は，平成２６年度に京都府が府営農村地域防災減災事業によ

りにハザードマップ作成済み。 

 

（提出書類）  

第６条 受注者は，本業務実施に先立ち，発注者と充分な協議を行い，管理技術者届及び 

照査技術者届（経歴書，資格証明書を含む），業務計画書を発注者に提出した上でその承

認を得るものとする。また承認後，受注者は着手届，その他発注者が指示する書類を提

出するものとする。 

 

 



（配置技術者）  

第７条 受注者は，対象業務に必要な経験を有し，下記に示すいずれかの資格等を有する 

技術者を配置すること。 

なお，管理技術者と照査技術者とは兼務することができない。また，配置する技術者

においては，資格登録証明書及び直接的雇用関係がわかる雇用保険被保険者等の写しを

提出すること。 

⑴ 管理技術者 

技術士（農業部門：「農業土木」もしくは建設部門：「河川，砂防及び海岸・海洋」）

かつ空間情報統括監理技術者で，過去５ヵ年において同種の業務実績を有する者。 

⑵ 照査技術者 

技術士（農業部門：「農業土木」もしくは建設部門：「河川，砂防及び海岸・海洋」）

で，過去５ヵ年において同種の業務実績を有する者。 

 

（工程管理）  

第８条 受注者は，本業務実施において発注者と綿密な連絡体制を保ち，適切な工程管理

を行い，業務を遅滞なく進行させなければならない。 

 

（業務状況報告）  

第９条 受注者は，業務の各進歩状況について，発注者に適時報告するものとする。 

  

（貸与資料）  

第１０条 本業務に必要な資料については発注者より受注者に貸与するものとするが，下 

記の点に注意し取扱いを行うものとする。 

⑴ 本業務に必要な資料については，業務に支障のない範囲で貸与する。 

⑵ 貸与期間中の資料は，慎重かつ丁寧に取り扱うこと。 

⑶ 貸与期間中に発注者の要請があれば，その資料を速やかに返却すること。 

⑷ 万一破損した場合，受注者の責任において復元すること。 

⑸ 貸与資料は，本業務完了後，発注者の指示する場所に速やかに返却すること。 

⑹ 貸与に伴う受け渡しは，資料名，借用期間，目的，使用条件，保管責任者等を記載し 

た借用書により行う。 

⑺ 全ての貸与資料（資料及びデータ等）は，本業務以外の目的で使用することを禁止す 

る。 

 

（損害賠償）  

第１１条 受注者は，本業務の実施中に生じた諸事故及び損失に対しての責任を負い，賠 

償等の請求があった場合は，発注者と受注者で協議の上，受注者の責任において解決す

るものとする。なお，発生原因・経過・被害の内容を発注者に速やかに報告するものと



する。 

 

（契約不適合責任及びその期間等）  

第１２条 発注者は，引き渡された成果物が契約不適合であるときは，受注者に対し，成

果物の修補，代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求するこ

とができる。 

２ 前項の場合において，発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし，その期間 

内に履行の追完がないときは，発注者は，その不適合の程度に応じて代金の減額を請求

することができる。ただし，次の各号のいずれかに該当するときは，催告をすることな

く，直ちに代金の減額を請求することができる。 

⑴ 履行の追完が不能であるとき。 

⑵ 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

⑶ 契約の性質又は発注者の意思表示により，特定の日時又は一定の期間内に履行しなけ 

れば契約をした目的を達成することができない場合において，受注者が履行の追完をし

ないでその時期を経過したとき。 

⑷ 前３号に掲げる場合の他，発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受 

ける見込みがないことが明らかであるとき。 

３ 発注者は，引き渡された成果物に関し，引渡しを受けた日（成果物の引渡しがない場

合にあっては，業務が完了した日）から１年以内でなければ，契約不適合を理由とした

履行の追完の請求，損害賠償の請求，代金の減額の請求又は契約の解除（以下この条に

おいて「請求等」という。）をすることができない。 

４ 前項の請求等は，具体的な契約不適合の内容，請求する損害額の算定の根拠等当該請

求等の根拠を示して，受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。 

 

（成果品の帰属） 

第１３条 本業務の成果品に関する権利は，受注者が既に取得済のものを除き，発注者に

属するものとし，受注者は発注者の承諾なく公表，貸与，使用，流用してはならない。 

 

（守秘義務）  

第１４条 受注者は，発注者の承認なしに本業務の成果及び貸与物品を他の目的に使用し， 

又は，提供してはならない。また，業務上知り得た情報を発注者の許可なく第三者に漏

らしてはならない。万が一漏れた場合，その責の一切を受注者が負うものとし，成果品

についても同様とする。 

  

（個人情報保護） 

第１５条 受注者は，業務により知り得た個人情報の漏えい，滅失，き損及び改ざんの防 

止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 



 

（AGRISへの登録） 

第１６条 受託者は，農業農村整備事業測量調査設計業務実績情報サービス（AGRIS）に必 

要事項の登録等の処理を行うものとする。 

 

第２章 業務内容 

 

（計画準備）   

第１７条 受注者は，業務の目的及び主旨を把握した上で，本業務に関する契約図書，指 

示事項等の内容を確認し，技術的方針及び作業スケジュールを取りまとめた業務計画書

を作成すること。 

 

（資料収集及び整理） 

第１８条 浸水想定区域図及びため池ハザードマップ作成に当たって必要となる地形図情 

報，地形・地盤情報，避難情報，施設情報等，下表に示す資料を基本に収集及び整理す

ること。 

なお，図面作成や情報整理においては，GIS（shape 形式ファイル）による整理を基本

とする。 

 

収集整理資料一覧表 

情報種別 資料概要 備考 

地形情報 
都市計画図・地形図 

（DMデータ等） 
S=1/2,500レベルを基本 

ため池情報 
ため池台帳 諸元，改修履歴，被災履歴

等 ため池施設図(構造図) 

災害実績 浸水実績図，被害実績資料等  

避難情報 

避難場所，情報伝達方法，緊急輸送

道路等 
 

施設 

防災関連 防災拠点，防災無線等 

消防関連 消防署，消防団詰め所等 

その他 
医療施設，公共公益施設，

要配慮者関連施設等 

危険箇所情報 
土砂災害警戒区域，アンダーパス（位

置，諸元），河川の浸水想定区域等 
 

その他 その他必要資料  

 



（現地調査）   

第１９条 対象とするため池及び想定される浸水区域の現地調査を行い，ため池諸元，堤 

体・施設状況等の確認を行うとともに，ため池周辺及び氾濫原の地形状況を把握し，氾

濫流を変化させる要因となる盛土やアンダーパス，ボックスカルバートの位置，諸元を

把握すること。 

なお，堤体，余水吐等の形状の計測が必要と判断された場合には，別途発注者及び受

注者で協議の上実施する。 

 

（浸水想定区域の検討） 

第２０条 本業務においては，豪雨及び大規模地震のいずれかにおいて，被害規模が大き 

くなる災害を想定するものとして，堤体決壊を想定した浸水想定区域を検討すること。 

検討に必要となる浸水区域の想定は，国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究

機構とニタコンサルタント株式会社が共同開発した「ため池氾濫解析ソフト（SIPOND）」，

又は，それと同等以上の解析結果が得られる氾濫解析ソフトにより行うものとすること。 

⑴ 氾濫原モデルの作成 

地形条件等を基に浸水する可能性のある区域を選定し，メッシュにより氾濫原をモデ

ル化する。メッシュサイズは，地形，建物状況の反映，氾濫計算時のタイムステップ等

を考慮して 25m メッシュ（基準地域メッシュの 40 分割）以下を標準とする。氾濫原の

粗度係数の設定，盛土構造物及びボックスカルバート等のモデル化は，「洪水浸水想定

区域図作成マニュアル（第 4版）」「氾濫シミュレーションマニュアル(案)」の考え方を

参考として行うこと。 

なお，地形状況，土地利用状況，建物の分布等の氾濫原状況や基礎資料の状況により，

上記により難い場合は，十分な精度が得られることを確認の上，適当なモデルを設定す

ること。 

⑵ 破堤モデルの作成 

ため池の決壊を想定する破堤モデルについて，貯水量（貯水位条件），破堤位置，破

堤氾濫流量，破堤幅等を検討し，ため池の下流に氾濫する破堤流量を算定すること。 

⑶ 氾濫シミュレーションの実施 

作成した解析モデルを基に氾濫シミュレーションを行う。シミュレーションの結果と

して，メッシュごとの最大浸水深，洪水到達時間，最大流速，歩行困難度を得ること。 

⑷ 浸水想定区域図の作成 

氾濫シミュレーション結果を基に，地形図上に GIS等を用いて最大浸水深，洪水到達

時間，最大流速，歩行困難度を表示し，浸水想定区域図（メッシュ図）を作成すること。 

⑸ 浸水想定区域の面積及び被害戸数の算出 

氾濫シミュレーション結果を基に，浸水想定区域の面積及び被害戸数を算出すること。 

 

 



（ため池ハザードマップ原案の作成） 

第２１条 ため池ハザードマップの原案の作成に当たっては，下記の事項に留意すること。 

⑴ ため池ハザードマップの基本的条件設定 

ため池ハザードマップの基本的条件設定として，図化範囲，縮尺，大きさ，基本レイ

アウト等，表現方法を検討し，京都市の実情に応じたため池ハザードマップを検討する

こと。ため池ごとに 1 つのマップ作成を基本とするが，浸水想定区域の広さ，掲載する

情報量及び地域特性を考慮して，複数のため池を 1 つのマップにすることも妨げない。 

また，西京区大原野地域の地蔵池については，付近に所在する平成２６年度に京都府

がハザードマップを作成済みの三田戸中池，三田戸下池の浸水想定区域などのデータを

活用し，一体的な検討を行うこと。 

なお，図化範囲等の体裁については，発注者と協議の上，決定することとする。 

⑵ 記載情報の検討 

ため池ハザードマップに記載する情報として，ため池が決壊した場合の浸水予想区域

や避難場所など，水害時における住民の安全かつ的確な避難行動に役立つ「避難活用情

報」と，平常時において住民が各種災害やそれによる被害がどのようなものかを学習し，

意識を高めるのに役立つ項目「災害学習情報」について整理し，京都市の実情に応じた

記載情報記載項目となるよう検討すること。 

なお，記載情報の記載に当たっては，重複することでマップの見やすさが損なわれな

いよう，表示方法について検討を行うこと。 

 

（記載情報の例） 

避難活用情報 ため池の名称，ため池の位置及び規模，想定される災害，浸水想

定区域，土砂災害警戒区域，河川の浸水想定区域，最大浸水深，

氾濫到達時間，流速，避難場所，避難経路と避難時危険箇所，避

難情報の伝達方法，緊急時連絡先等 

災害学習情報 災害時の心得，過去の被災履歴等の防災意識を高めるための情報

等 

その他 ハザードマップの説明，作成年月日，堤体断面図のイメージ，凡

例等 

 

 

⑶ 原案の作成 

作成・整理した浸水想定区域図及び避難活用情報等を表示したため池ハザードマップ

原案を作成すること。 

 

（住民の意見聴取）  

第２２条 ため池ハザードマップの作成過程において，本市が，地域住民で組織する団体 



等から意見聴取する機会を設け，意見を反映することとしており，その際，受託者は資

料作成や当日の資料説明等を行うこと。 

 

（報告書作成） 

第２３条 業務の成果として解析結果及び経過をわかりやすく整理し，報告書を作成する 

こと。 

 

（打合せ協議）  

第２４条 業務の遂行を円滑に行うため，業務着手時，中間時及び報告書作成時の３回は 

必ず打ち合せ協議を行い，その他必要に応じて適宜打ち合せ協議を行う。また，打ち合

せ協議を行った場合は，協議内容を打合せ記録簿として作成し，発注者に提出すること。 

 

第３章 成果物 

 

（成果物） 

第２５条 本業務の成果物は，次の各項に留意するものとする。 

⑴ 委託業務報告書等の提出部数は次のとおりとする。 

ア 委託業務報告書（Ａ４版コピーファイル綴じ）  １部 

イ ため池ハザードマップ原稿データ（AI及び PDF データ） １式 

ウ 住民説明用資料      １式 

エ その他(収集資料・解析資料等)    １式 

オ ＧＩＳデータ（Shapeデータ）    １式 

カ 上記の電子ファイルを収めたＣＤ－ＲもしくはＤＶＤ－Ｒ １枚 

⑵ その他必要な書類等に関しては発注者の指示に従うものとする。 

⑶ 本業務は，「京都市建設局電子納品実施要領（業務編）（平成２６年４月）」（以下，「要 

領」という。）に基づく電子納品対象業務とする。なお，要領に記載のない事項や疑義

がある場合は，監督員と協議のうえ作成するものとする。 

⑷ 成果品の提出の際には，京都市建設局電子納品チェックシステムによるチェックを行 

い，エラーがないことを確認後，ウィルス対策を行い提出するものとする。 


